
 

議事要旨(3) 金融商品専門委員会における検討状況（IASB へのコメント対応）について 

 

冒頭、西川委員長（専門委員長）より、前回の企業会計基準委員会（7 月 24 日開催）で

は、2008 年 3 月に IASB より公表されたディスカッション・ペーパー（DP）「金融商品の財

務報告における複雑性の低減」の概要を紹介したが、本日は IASB へのコメント案を審議し

たいとの説明がなされ、続いて板橋専門研究員よりコメント案の概要について説明がなさ

れた。DP に対しては、無用な複雑性を低減する中間的解決策を検討することについては同

意するが、長期的解決策とされる、すべての金融商品を公正価値により単一の方法で測定

することには同意しないという方向でコメントしたい旨が説明された。 

 

説明の後、委員からの発言及び事務局からの説明は次のようなものであった。 

・ 複数の委員より、コメント案の方向性に賛成するとの意見が述べられた。 

・ ある委員から、投資の目的を考える上で保有目的は重要な要素であり、経営者の意

思やリスクを表しているという意味において、引続き満期保有目的投資の区分は存

続すべきであるとの意見が述べられた。これに対し事務局から、7 月 31 日開催の専

門委員会においても同様の強い意見があり、修文を行う旨説明がなされた。 

・ 引き続き、コメント案では、公正価値オプション自体を廃止するべきであるとして

いるが、公正価値ヘッジ会計及び公正価値オプションはそれぞれ別の目的を有する

ものであり、併存させるべきとの意見が述べられた。これに対し事務局からは、公

正価値ヘッジ会計を置き換える 1 つの方法として、公正価値オプションを用いるこ

とは検討する価値があるとしてコメントすることとしたい旨の説明がなされた。 

・ また別の委員から、コメント案では現行の基準が複雑であることを認めるとしてい

るが、保有目的に基づく 3 つの区分には理由があり、区分数も多くないため、金融

商品の財務報告は必ずしも複雑ではないと明記すべきとの意見があった。これに対

し事務局から、これらの区分に派生するヘッジ会計や減損の認識など複雑と認めら

れる部分もあるとの説明がなされた。 

 

以上の議論も考慮し、引き続きコメント文案を検討することとなった。 

 

以上 


